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５．教員組織 

【到達目標】 

 学部、研究科、その他の教員組織の専任教員の配置は、大学設置基準にある基準定員に基づき各

教員組織に設定された学内定員基準を充足することに努める。各教員組織の構成は、特に教員の年

代間の円滑な継続性を果たすため均衡のある年齢構成となるように採用の際に配慮する。 

  また各学部教授会、各研究科通常委員会ならびに全学に関わる各種委員会の議事運営を効率よく

進める教員間の連絡調整を十分なものとなるように努める。 

  実験・実習科目、情報処理教育科目等の実施にあたっては、助教や助手、教育技術職員等の教育

研究支援職員を十分に配置して教育効果のあるものとする。 

 専任教員と非常勤講師の募集にあたっては広く人材を求める。採用ならびに昇格人事は、全学共

通の審査基準や審査手続き規定に基づき、学部教授会あるいは研究科小委員会、全学の教育職員資

格審査委員会等において十分な協議を行い、より慎重で公正な可否の決定となるように努める。 

  また教員の教育研究活動を評価するには、教育・研究機関としての大学の教員にふさわしい教

育・研究能力を具備することに加え、社会活動や社会貢献の実績についても配慮する。 

 学校教育法58条改正に伴う教員組織の変更については、教員の職位名称の変更にとどまらず、特

に助教と助手の機能的配置を進める。 

大学院各研究科は、学内外の他の教育研究組織との人的交流に努めることとする。 

（１）教員組織 

【現状の説明】 

（教員組織の適切性、専任教員の位置づけ、年齢構成、主要科目への専任教員の配置状況、教員組

織における専任・兼任比率、教員間の連絡調整・連携体制） 

 本学の9学部の専任教員の定員数は、大学設置基準に定める基準定員に準じてつくられた学内定員

基準に定められている。平成19（2007）年5月1日現在で、助教以上の専任教員（共通教育担当者を

含む）は955人（研究推進部、資源循環・環境制御システム研究所、総合情報処理センターに属する

6人ならびに特任教育職員4人を含む）である。学部ごとの大学設置基準定員に対する充足率は、商

学部第二部の100.0％から医学部の523.6％の範囲にあり、大学全体では262.4％である（「大学基礎

データ」表19-2）。また専任教員（助教を除く）の学内定員基準に対する充足率は、大学全体で96.1％

である。 

 大学院研究科担当の教員は、「大学基礎データ」表19-3のとおりであるが、法科大学院を除く9

研究科で、学部の専任教員の兼担となっている（「大学基礎データ）表19）。 

  専任教員の職位別構成についてみると、商学部とスポーツ科学部で教授が7割程度（順に71.8％、

71.0％）、法科大学院で教授が81.8％の多数を占めている（「大学基礎データ」表21）。 

助教以上の専任教員の年齢構成については、経済学部の50歳代、商学部の50歳代に数の偏りがみ

られる（「大学基礎データ」表21）。 

 学部ごとの専任教員1人当たりの在籍学生数は、医学部の2.0人から商学部第二部の198.4人までの

範囲をとる。共通教育担当者（学生収容定員で按分した人数）を含む専任教員1人当たりの在籍学生

数は、商学部第二部（82.7人）を除く全学部で60人を超えていない（「大学基礎データ」表19）。 

  各学部の専門教育科目全体のなかで専任教員が担当する科目数は、（平成19年度新設の人文学部

教育・臨床心理学科と薬学部薬学科をのぞき）7割を超えている。各学部の教養教育科目全体のなか

で専任教員が担当する科目数は、5割から6割ほどである（「大学基礎データ」表3）。 
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 教育課程に関する教員間の連絡調整のために、各学部教務委員からなる「教務委員会」、各学部

共通教育センター委員からなる「共通教育センター運営委員会」、教務委員と教職科目担当の専任

教員からなる「教職課程委員会」が設けられている。他に情報処理教育に関する「情報処理教育委

員会」、言語（外国語）教育に関する「言語教育研究センター運営委員会」等が設置されている。 

 また学部間、大学全体の教育課程に関する連絡調整は、学部長会議、大学協議会でも行われる。 

 学部内の連絡調整の主要な機関は各学部教授会（専任講師以上で構成）である。教授会の下に、

教務連絡のための委員会、カリキュラム検討の委員会、将来構想の委員会等、短期、長期的に教育

課程を検討する小委員会が設置されている。また学科や学科目系列ごとに催される定例の会議、学

科や系列の代表である学科主任や系列世話人の会合では、学科や系列間の調整が図られている。 

 大学院各研究科における教育課程に関する教員間の連絡調整は、各研究科「通常委員会」（授業

科目担当の専任教員で構成）、各研究科「小委員会」（論文指導教授で構成）、各研究科「主任会

議」（専攻主任で構成）の審議によって進められている。 

 大学院全体の教育課程等学務に関する連絡調整は、「学務委員会」（各研究科の博士課程後期の

論文指導教授のなかから各研究科長が指名する学務委員で構成）で行われている。さらには、学長、

副学長、研究科長、学務委員長（学務委員の互選による）、各研究科から選出の大学院委員から構

成される「大学院委員会」が、各研究科に共通する学務に関する基本事項の審議を行っている。 

 なお、大学設置基準第12条との関係における専任教員の位置付けおよび教員組織における専任・

兼任の比率については各学部の項を、法科大学院の教員組織の詳細については法科大学院の項を参

照されたい。 

【点検・評価】 

 専任教員の員数は、大学設置基準定員に倍する教員数を配置して、充足していると言える。教員

の退職に伴う学内定員基準の欠員についても、速やかな補充に努めている。 

 専任教員の構成については、教授職ならびに高い年代に構成員数が偏る文系学部が一二みられる。 

専任教員1人当たりの学生数、専任教員が担当する専門教育科目数の割合は適正な水準にある。 

 教員間の連絡調整は、学部教授会の下に配置された小委員会や学科会議、学科主任会議での議論

を通じて十分に達成されている。下位組織での議論の後に教授会に諮ることで、教授会での議事が

効率的かつ慎重に進められ、教授会の意思を全学の上部委員会へ伝達することに繋がっている。 

 各研究科での連絡調整についても、通常委員会とその下に階層的に設置された各種委員会での議

事運営を通じて円滑に行われている。 

 この階層的に委員会を配置した制度には、簡単な事項の報告までも下部の委員会や会議から始め

る、それに伴い会議の開催回数が増える等の効率の悪さもみられる。 

【改革・改善策】 

 高い年代または教授職に偏った教員構成がみられる学部においては、教員採用に当たって、学部

長主導のもと採用候補者の年代についても配慮する。 

 階層的な委員会の制度にみられる教員間の連絡調整上の非能率を是正するため、会議開催前に会

議資料を配付する、簡単な報告事項は資料の回覧や配付で替える等の工夫の要がある。この方法は

すでに、学内のＷｅｂ上に設置された各教職員のポータルシステム内の電子メールやグループウェ

アを通じて実施されており、有効な連絡調整は教員のこのシステムの積極的な利用にかかっている。 
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【改革・改善策】 

助教を配置する学部・学科においては、それぞれの事情に応じた助教の員数や職務内容を適切に

定めることが、教育課程の実効ある実施につながると考えられる。助教の職位における位置づけに

関して、今後も十分な議論を重ねることが課せられる。 

 

（６）大学院と他の教育研究組織・機関等との関係 

【現状の説明】 

 学内に付置した研究所等では、大学院生を含む多くの研究チームが、所内の設備を利用し活発に

研究を行っている。また、「産学官連携センター」や「環境未来オフィス」では、学外との共同研

究に大学院生を派遣し、国外の大学と大学院教育プログラムの開発を行う等、大学院教育との連動

を試行している。他大学院と連携講座の協定を結び、大学院生の教育・研究指導のため非常勤講師

を派遣している研究科もみられる。 

【点検・評価】 

 大学院と他の教育機関との間には、すでに様々な形の人的交流が活発に行われている。しかし、

それらは個々の教員あるいは研究チームの判断のもとに行われており、大学院の組織はその多くを

把握していない状況にある。 

【改革・改善策】 

 大学院教育を活性化するためには，学内外の教育研究機関等との交流は重要である。大学院は、

現状を調査するとともに、人的な交流に対する組織的なサポート・援助が可能となるようなシステ

ムの構築を目指す。 
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６．施設・設備等 
【到達目標】 
 本学では、「建物の老朽化対策および機能の向上」「キャンパス空間の環境整備」「社会と時代の

要請への対応」の実現に向けた「中長期施設整備計画 2005」を策定している。この計画を推進する

ためにキャンパス整備の「マスタープラン」を策定し、敷地に対する容積率の緩和を福岡市に要請、

協議して問題の解決を図る。 

「中長期施設整備計画 2005」の実施にあたっては、①学内施設全体の配置バランス②建物の省資

源・省エネルギー化③障害者等への配慮を考えたキャンパス整備を行い、キャンパス・アメニティ

の充実を図るための施設・設備の整備にも努める。 

 また、環境への配慮については、環境保全センターを中心に地球温暖化防止を見据えた周辺環境

への配慮、教育研究活動および医療活動にともなうキャンパス整備に対して省エネルギー設備の導

入等環境への負荷の低減や環境保全を強化する。 
（１）施設・設備等の整備 
【現状の説明】 
（施設・設備等諸条件の整備、大学院専用施設の整備） 
 本学の校地・校舎面積は、校地 651,611.23㎡、校舎 328,844.71㎡を保有し、校地・校舎とも大

学設置基準面積（校地 182,036㎡、校舎 144,232㎡）を十分に満たしている。七隈キャンパスの同

一キャンパス内で 9 学部・大学院 10 研究科全ての教育・研究を行っており、講義棟には、講義室

193室(27,395.33㎡)、演習室 209室（8,509.86 ㎡）、学生実習室 138室（4,506.24㎡）、体育館 7

室（8,536.06㎡）を設置している（「大学基礎データ」表 36）。 

 近年の建物では、平成 15（2003）年に法曹実務研究科専用施設および図書館工学部分室として法

科大学院・図書分室棟（15号館）、平成 16年に薬学部専用施設の老朽化にともなう建て替えとして

薬学部棟（16号館）、平成 18年に医学部再編成の施設として医学部看護学科棟を新築し教育研究施

設整備の充実を図っている。 

 なお、大学院専用施設については、各研究科の項を参照されたい。 

（教育の用に供する情報処理機器） 
情報処理機器は、学内に教育用パソコン教室として 18 室、学生がいつでも自由に利用できるオ

ープンスペースとしての端末室 9室を設けている。パソコン総数は 1,212台で、学生 18人に 1台の

割合で設置されている。また、学生が集まるＡ棟、図書館ゼミ棟を中心として、学内に約 2,100口

の情報コンセントを設置し、学生が所有する個人のパソコンをネットワークに接続できるように環

境を整備している。 

語学学習、視聴覚機器利用による学習の機器備品は、1 号館、7 号館、8 号館、10 号館、Ａ棟に

スクリーン、プロジェクタ、ビデオデッキ、オーバーヘッドカメラ等を設置している。 

自学自習の機器は、7号館、図書館にカセットデッキ、ビデオデッキ、ＤＶＤデッキ、モニタ等 

を設置している。 

その他に図書目録・情報検索用パソコンとして中央図書館および分室に 104台設置している。 

（社会へ開放される施設・設備） 
 図書館では学外者に対し、中央図書館、理・工・薬・スポーツ科学部分室の利用を受け入れてい

る。これらの利用は、図書館が所蔵する図書・雑誌等の閲覧や調査・研究などの場として、あるい
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